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Ⅰ 関東地方整備局管内の概況 
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関東地方の特徴（１） 

１．日本の人口・ＧＤＰの約4割が集積する、首都中枢機能を有する圏域 
２．東アジアの成長等により､国際的な相対的地位は低下傾向 

関東1都8県 
  

  １）人口 ：    4,566万人 （日本全体の約 36%） 
  ２）面積 ：   49,542km2 （日本全体の約 13%） 
  ３）ＧＤＰ  ：   197.6兆円    （日本全体の約 40%） 

長野県 
212.2万人 
13,105km2 

群馬県 
198.4万人 
6,362km2 

山梨県 
84.7万人 
4,201km2 

栃木県 
198.6万人 
6,408km2 

茨城県 
293.1万人 
6,096km2 

千葉県 
619.2万人 
5,082km2 

埼玉県 
722.2万人 
3,768km2 

東京都 
1,330.0万人 
2,104km2 

神奈川県 
907.9万人 
2,416km2 

【凡  例】 
都県名 
人口 
総面積 

関東の海上コンテナ取扱量（外・内貿計）の推移 

※関東地方のｺﾝﾃﾅ取扱量（外・内貿計）は、過去約10年間（2001～2012）で   
  約265万TEUの伸び。 
  （2009年はﾘｰﾏﾝショックの影響による貨物量の落ち込み） 

東京湾の外貿コンテナ取扱量 
（2012年） 

出典：2012年（速報値） 
管理者ヒアリングによる（港湾局調べ） 

首都圏の経済規模（ＧＤＰ）は、イギリス、イタリア等の1国分に相当 

京浜港における海上コンテナ取扱量の増加 

※ 出典 ・人口：総務省「人口推計」 （平成25年10月1日現在） 
             ・総面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（平成25年10月1日現在）  
            ・経済規模：内閣府「平成22年度県民経済計算」 

４ 

全国 
1,752万TEU 

東京湾の 
港湾 
40% 
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国内総生産 人口

出典：(各国)総務省「世界の統計２０１４」 
    (関東地方)内閣府「平成２２年度県民経済計算」 
       ※県内総生産換算レートは、国民経済計算年報 
         （平成24年度版）〔円（四半期）の4期単純平均値 
         (（1ドル＝85.70円）〕 
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■組織 
１）職員：約4,000人 
２）本局（さいたま市・横浜市）、51事務所、132出張所  
 

関東地方整備局の組織 

関東地方整備局の組織 

【平成26年4月10日現在】 

（H24.4廃止） 

本 局 971（24%） 

事務所 3,052（76%） 

事務 1,472（37%）  

技術 2,551（63%） 
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河川事業担当事務所

道路事業担当事務所

河川・道路事業担当事務所

公園事業担当事務所

港湾・空港事業担当事務所

営繕事業担当事務所

技術事務所

河川事業担当事務所 河川国道事業担当事務所

1 利根川上流河川事務所 32 常陸河川国道事務所

2 利根川下流河川事務所 33 高崎河川国道事務所

3 霞ヶ浦河川事務所 34 甲府河川国道事務所

4 霞ヶ浦導水工事事務所 技術事務所

5 江戸川河川事務所 35 関東技術事務所

6 渡良瀬川河川事務所 公園事業担当事務所

7 下館河川事務所 36 国営常陸海浜公園事務所

8 荒川上流河川事務所 37 国営昭和記念公園事務所

9 荒川下流河川事務所 38 国営アルプスあづみの公園事務所

10 京浜河川事務所 営繕事業担当事務所

11 利根川水系砂防事務所 39 東京第一営繕事務所

12 日光砂防事務所 40 東京第二営繕事務所

13 富士川砂防事務所 41 甲武営繕事務所

14 八ッ場ダム工事事務所 42 宇都宮営繕事務所

15 利根川ダム統合管理事務所 43 横浜営繕事務所

16 鬼怒川ダム統合管理事務所 44 長野営繕事務所

17 相模川水系広域ダム管理事務所 港湾・空港事業担当事務所

18 二瀬ダム管理所 45 鹿島港湾・空港整備事務所

19 品木ダム水質管理所 46 千葉港湾事務所

道路事業担当事務所 47 京浜港湾事務所

20 東京国道事務所 48 東京港湾事務所

21 相武国道事務所 49 東京空港整備事務所

22 首都国道事務所 50 東京湾口航路事務所

23 川崎国道事務所 51 横浜港湾空港技術調査事務所

24 横浜国道事務所

25 大宮国道事務所

26 北首都国道事務所

27 千葉国道事務所

28 常総国道事務所

29 宇都宮国道事務所

30 長野国道事務所

31 東京外かく環状国道事務所

国土交通省

地方整備局

総務部
●人事課 ●総務課 ●会計課 ●契約課
●経理調達課●厚生課●適正業務指導官

東北地方整備局
企画部
●企画課 ●広域計画課 ●防災課 ●技術管理課
●技術調査課 ●施工企画課 ●情報通信技術課

建政部
●計画管理課 ●建設産業第一課 ●建設産業第二課
●都市整備課 ●住宅整備課 ●建築安全課

河川部
●水政課 ●河川計画課 ●地域河川課 ●河川環境課
●河川工事課 ●河川管理課

道路部
●路政課 ●道路計画第一課 ●道路計画第二課
●地域道路課 ●計画調整課 ●道路工事課
●道路管理課 ●交通対策課

港湾空港部
●港湾管理課 ●港湾計画課 ●港湾事業企画課
●港湾整備・補償課 ●空港整備課 ●海洋環境･技術課
●港湾空港防災･危機管理課
●特定離島港湾計画課
●港湾物流企画室 ●品質確保室
●首都圏臨海防災センター

営繕部
●計画課 ●調整課 ●整備課 ●営繕技術管理課
●技術・評価課 ●保全指導･監督室

北陸地方整備局

中部地方整備局

近畿地方整備局

中国地方整備局

四国地方整備局

九州地方整備局

用地部
●用地企画課 ●用地補償課 ●用地対策課

関東地方整備局

事務所、管理所 出張所等

事務所
【技術】
1,958

事務所
【事務】
1,094

本局
【技術】

593

本局

【事務】
378

職員構成 （単位：人） 

関東地方整備局は、本局（さいたま市・横浜市）、５１事務所、１３２出張所で組織し、約４，０００人の職
員が勤務 



関東地方整備局の平成２６年度予算 

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。 

国営公園等 ０[前年度比 －]

下水道 ０[前年度比 －]

市街地整備 １，１２１
[前年度比 0.93]

住宅対策 ４９０

[前年度比 5.46]

道路 １０９[前年度比 1.01]

治水 ４４[前年度比 0.80]

道路 ２，９６８
[前年度比 1.09]

治水 １，０３０
[前年度比 1.04]

港湾 ４４８
[前年度比 1.05]

官庁営繕 １３０ [前年度比 1.01] 

国営公園等 ５６[前年度比 1.12] 

都市水環境整備 ８９[前年度比 0.87]

空港 １９８
[前年度比 1.17]

港湾 ２４８[前年度比 0.81]

補助等
（単位：億円） （単位：億円）

海岸 １３
[前年度比 2.46]

直 轄

社会資本整備総合交付金
１１，７９４億円
[前年度比 1.04]

直轄事業費
４,９３２億円

[前年度比 1.07]

補助事業費
２,０１２億円

[前年度比 1.13]

平成２６年度の当初予算は１兆８７３８億円（前年度比１．０６） ※復興庁計上分３８６億円含む 
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  全国で多発している洪水、地震などの自然災害に備え、河川の堤防強化、防災拠点整備、港湾・空港、建築物等の耐震化など 
 ハード対策と、被害を軽減するためのソフト対策を実施し、日本の中枢関東の人命と財産を守り、安全に安心して暮らせる地 
 域の実現を目指す。また、今後集中する既存ストックの老朽化に対応する、戦略的・計画的な維持管理・更新を推進。 

 
 
 国際競争力強化を図るため、幹線道路ネットワークや港湾・空港などの整備により、国際交流や物流の円滑化、産業活動の効 
 率化、首都関東の機能強化を図るとともに、地域間交流の拡大や高度医療施設へのアクセス向上など、暮らしを支え活力ある 
 地域づくりを推進。 

首都圏氾濫区域堤防強化 

関東地方整備局の主な事業 

地域の活力と成長力の強化 

安全・安心で豊かな社会づくり 

本部棟 

東京臨海広域防災拠点（有明地区） 

北小島 東小島 観測所基盤 

沖ノ鳥島管理保全 

観測施設 7 

三環状イラ 

首都圏三環状道路 

圏央道 
（稲敷東IC付近） 

ＨＷＬ

現在の堤防

川側 居住地側 

東京国際空港（羽田空港）  

横浜港南本牧ふ頭地区 

事業箇所 

羽田空港 空港整備事業 京浜港（国際海上コンテナターミナル整備事業） 

沖ノ鳥島管理保全 

首都圏氾濫区域堤防強化 

東京臨海広域防災拠点（有明地区） 首都圏三環状道路 

羽田空港 空港整備事業 

京浜港(国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事
業) 

基幹的交通インフラ整備の推進による国際競争力の強化、都市の再生や公共交通の活性化等による
地域の活性化と、安全に安心して暮らせる地域の実現を目指す 
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Ⅱ 脆弱な国土構造 
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Ⅱ．脆弱な国土構造 （マグニチュウード9.0以上４回、東北地方太平洋沖地震 歴代４位） 
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Ⅱ．脆弱な国土構造          関東の地震特徴 

 南関東地域では、200～300年間隔で発生する「関東大地震」のようなＭ８クラスの海溝型地震の間に、
Ｍ７クラスの直下型地震である「首都直下地震」が数回発生してきた。南関東地域は、人口が集積し、政
治・行政・経済の中枢であるため、特別な対応を検討する必要がある。 
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Ⅱ．脆弱な国土構造            関東の地震 

18  
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大  
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千葉県 

神奈川県 

東京都 

埼玉県 

山梨県 

茨城県 

栃木県 

1931年（西埼玉地震）M6.9 

1782年 M7.0 
（天明小田原地震） 

1853年 M6.7 
（嘉永小田原地震） 

1894年（明治東京地震）M7.0 

1855年（安政江戸地震）M6.9 
死者7,400人 

木更津 

川崎 

銚
子 

勝
浦 

1703年（元禄地震）M8.1 
死者10,000人 

館山 

小田原 

東
京
湾 九十九里 

1923年（関東大地震）M7.9 
死者140,000人 

★ 
1921年 M7.0 

★ 
1895年 M7.2 ★ 

1987年 M6.7 
（千葉県東方沖地震） 

★ 

★ 
★ 

1922年 M6.8 ★ 
★ 

直下型地震 ☆ 
 死者10人未満の地震 

死者10～99人の地震 

死者100人以上の地震 

M7.5未満 

M7.5以上M8.0未満 

M8.0以上 

海溝型地震 ☆ 

★ ★ 

★ 
★ 

2011年 M9.0 
（東北地方太平洋沖地震） 
死者23,000人超 

★ 
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３.１１ 東日本大震災（津波）   〈2011東北地方太平洋沖地震〉 

茨城港大洗港区湾内に発生した巨大な渦潮 鹿島港北公共ふ頭地区背後道路の浸水状況  

茨城港 日立港区 
４．５ｍ（津波痕跡高） 

茨城港 常陸那珂港区 
ケーソンヤード 
５．１ｍ（津波痕跡高） 

茨城港 大洗港区 
大洗アウトレット 
３．３ｍ（津波痕跡高） 

鹿島港 
南埠頭 
６．８ｍ（津波痕跡高） 

  凡 例 
    主な河川の津波観測値(速報値) 
 
    主な港湾の津波観測値(速報値) 

東京（芝浦） 
３／１１ １９：１６ 
第３波 
１．４ｍ 
（最大偏差） 

横浜（山ノ内） 
３／１１ １７：３９ 
第２波 
１．７ｍ 
（最大偏差） 

東京湾（第二海堡） 
３／１１ １７：１０ 
第２波 
２．０ｍ 
（最大偏差） 

※ 最大偏差：観測波高最小値と最大値の差 

久慈川における津波の河川遡上状況  

※ 津波痕跡高は潮位補正後の海面からの値 
 港湾空港技術研究所資料 「東日本大震災による港湾・空港・海岸
の地震・津波被害に関する調査速報（2011年４月29日）」 12 



稲敷市本新地先（霞ヶ浦の堤防） 
潮来市日の出地先 

浦安市 香取市役所前 

香取市（小野川） 

  液状化(過去最大の液状化)   
    横浜市から千葉市にかけての東京湾岸地域、埼玉県久喜市、千葉県我孫子市や香取市、茨城県潮来市や 

    日立市などで液状化を確認 

３.１１ 東日本大震災（液状化）   〈2011東北地方太平洋沖地震〉 

浦安市明海地先 

出典：東北地方太平洋沖地震による関東地方の地盤液状化現象の実体解明報告書 13 
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    (１)業務名 
    東北地方太平洋沖地震による関東地方の地盤液状化現象の実態解明 
 
   (２)業務目的 
    関東地域全体を広域的かつ様々な施設被害を網羅的に捕らえて今回 
   の地震による液状化現象の実態把握を行い、地盤の変遷や土地利用の 
   状況等の関連情報と合わせて整理を行う。 
    なお、実態とは、液状化の発生地点の分布、および液状化発生を招 
   いた地形、地質、地盤の年代、地震動の性質などの素因を含む。 
 
  (３)調査場所 
    関東地方整備局管内 
  
  (４)業務内容 
    業務内容を以下に示す。 
     １）液状化発生地点調査 
     ２）液状化素因調査 
     ３）とりまとめ 
  (５)調査期間  自) 地震発生後 ～ 至) 平成23年7月31日 

  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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  東北地方太平洋沖地震による関東地方の液状化現象の実態 
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   「地震のゆれやすさ全国マップ」   
     

プレゼンター
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宮城県沖 
９９％ 

根室沖 
４０％ 

三陸沖～房総沖 
津波型 ２０％ 
正断層型 ７％ 

首都直下 
７０％ 

東海 
８６％ 

安芸灘～豊後水道 
４０％ 

南海 
５０％ 

東南海 
６０％ 

首都直下地震の被害想定（中央防災会議 H25.12） 

日本の国土面積：世界の0.25％ 

日本の経済規模：世界の12.1％ 
              （2003年） 

災害を受けやすい日本の国土 

大規模地震災害に対して十分な対策を講じなければ、我が国経済・社会の機能が壊滅的な被害を受ける恐れ 

※海溝型地震の長期評価(2005年1月1日算定値、平成17年4月13日現在、地震調査研究推進本部)を基に作成 

※東海・東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の発生確率20%以上の地震を記載 

 我が国は世界的な地震大国であり、３０年以内に大規模地震が発生する確率
は極めて高い。（首都直下地震発生は７０％の確率） 
 首都直下地震が起きた場合の経済被害は１０８兆円と試算 

最大震度・・・７ 

死者数・・・最大２３，０００人 

家屋全壊・・・約６１万棟 

帰宅困難者・・・約８００万人 

経済被害 約108兆円 

間接被害  47.9兆円 
（生産額の低下） 

間接被害  12.2兆円 
（交通寸断による機会損失 
 ・時間損失） 

直接被害  47.4兆円 
（復旧費用） 

大規模地震が今後30年以内に 
発生する確率 

マグニチュード６．０以上の地震回数 

Ⅱ．脆弱な国土構造      地震大国 日本 
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洪水の増加 

Ⅱ．脆弱な国土構造           不安定な気候 

平成１７年９月 局地的大雨による妙正寺川の氾濫 
（中野区西落合 北原橋付近） 

近年、頻発する集中豪雨 
降水量のばらつきにより洪水・渇水が発生 

日本の年降水量の経年変化（１９００年～２００９年） 

琵
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（Ｓ１４） 

（Ｓ３９） 

（Ｓ４２） 

（Ｓ４８） 

（Ｓ５３） 

（Ｓ５９） 

（Ｓ６１） 

（Ｓ６２） 

（Ｈ６） 出典：「日本の水資源」（国土交通省土地・水資源局水資源部）に河川局が加筆 
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1. １時間降水量  ５０ ㎜以上の年間発生回数（１０００地点あたり）

平均 168 回 平均 231 回

H11～20

平均 184回

H1～H10S51～63

・１時間降水量の年間発生回数

・全国約1300地点のアメダスより集計

・1000地点あたりの回数

HS
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Ⅱ．脆弱な国土構造            日本の国土の特徴 

南北2000kmに及ぶ細長い国土 
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Ⅱ．脆弱な国土構造 集中豪雨、急峻な地形、堤防に守られる暮らし 

パリ 

フランス
【パリ】 

日 本
【東京】 

 フランス・セーヌ川は一番低い所を流れているが、我が国では、市街地の高いところを 
流れているため、洪水時には被害が大きくなる。 
洪水時の河川水位より低い 
・約１０％の土地に ・約５０％の人口と ・約７５％の資産を抱えている 
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27 利根川上流河川事務所作成（H18.7.6） 

利根川浸水想定区域図（１／２００） 



 
 

 

■昭和２２年９月（カスリーン台風） 
  死傷者  ：  3,520人 被害額 約70億円  
  流出家屋 ： 23,736戸 
  浸水家屋 ：303,160戸 
  浸水田畑 ：  1,768km2 
 

今、同様の堤防の決壊が 
発生したら・・・ 

約２３２万人、約３４兆円に 
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地形と都市化がもたらす氾濫被害の拡大 

北埼玉郡東村 

（現加須市新川通地先） 

国
道

４
号

 

国
 

17 

道
 

号
 

決壊場所 国
道

４
号

 

国
 

17 

道
 

号
 

決壊場所 



平成２４年５月６日 （日） に茨城県つくば市付近で発生した竜巻は風速が毎秒７０～９２メートル
に達すると推定される。 

 筑波東中学校校舎（写真左）
をかすめて移動する竜巻 

死  者    
負傷者   
住家全壊 
住家半壊 
住家破損 

竜巻の発生 
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写真提供：つくば市 

3人 
59人 
89棟 

197棟 
978棟 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
候補



Ⅱ．脆弱な国土構造     火山活動 

Ｈ１６．９噴火 

Ｈ２０．８噴火 

Ｓ４８．２噴火 

Ｈ２１．２噴火 

１１０８年 天仁の噴火 浅間山の南北に火砕流 
１７８３年 天明の噴火 死者１４００名以上、倒壊家屋１０００棟以上、 
        利根川に泥流が流入 
昭和に入ってからも、年間３００回もの噴火が発生した年があるなど、火山活動が
活発で、大量の土砂を山麓に供給している。活火山の分類は火山活動度の高い
Aランクであり、火山活動度レベルを表示し、細かな情報提供がされている。 

現在も活動が活発で、噴火が頻発 
 浅間山について 

鎌原観音堂 
・天明の浅間山噴火時、 
お堂の石段の下まで火
砕流等が流下 

過去の大規模噴火 
天明の噴火（１７８３年） 

噴火状況を表す鳥瞰図 

浅間山の噴火により、吾妻川から利根川へ泥流
が流下。利根川では、水害の発生頻度が増加 
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異常気象別被害報告額 

（平成２６年２月２８日現在） 

単位（百万円） 平成２５年発生災害 異常気象別被害報告額 

異常気象別被害報告額の割合（推移） 

（国土交通省所管：直轄・補助） 

※合計値は四捨五入の関係で必ずしも一致しない。 

台風, 49.7% 

豪雨, 37.3% 

梅雨前線豪

雨, 8.7% 

冬期風浪及

び風浪, 
1.8% 

地すべり, 
1.7% 地震, 

0.1% 
その他, 

0.6% 

H25 

台風 

豪雨 

梅雨前線豪雨 

冬期風浪及び風

浪 
地すべり 

異常気象 箇所数 被害報告額 
梅雨前線豪雨 1,685  19,064  
豪雨 6,649  81,374  
台風 6,983  108,474  
冬期風浪及び風浪 16  4,003  
地すべり 34  3,713  
地震 11  240  
その他 39  1,277  
合計 15,417  218,146  

60.1% 

5.8% 

54.7% 

7.0% 

10.8% 

15.9% 

49.7% 

14.5% 

8.4% 

35.9% 

49.9% 

0.9% 

45.4% 

8.7% 

1.9% 

25.5% 

6.2% 

32.9% 

4.1% 

8.2% 

37.3% 

1.3% 

2.4% 

1.7% 

3.3% 

0.2% 

6.0% 

1.7% 

20.5% 

43.3% 

0.7% 

0.0% 

83.8% 

0.1% 

0.1% 

1.2% 

14.3% 

0.6% 

6.6% 

0.1% 

5.5% 

1.8% 

0.6% 

0.3% 

0.2% 

0.3% 

0.1% 

19.0% 

0.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H16（参考） 

H20

H21

H22

H23

H24

H25

台風 

梅雨前線豪雨 

豪雨 

地すべり 

地震 

冬期風浪及び風浪 

その他 
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平成２５年災害の都道府県別 被害報告額分布図（H26.2.28時点） 

主要異常気象 被害報告額 
１） 台風         約 １０８５億円 
２） 豪雨         約    ８１４億円 
３） 梅雨前線豪雨   約   １９１億円 

被害報告額 上位５県 
 

１） 島根県  約２２２億円 
２） 山口県  約１７９億円 
３） 岩手県  約１５８億円 
４） 京都府  約１１４億円 
５） 新潟県    約１０６億円 
 
 
被害報告なし： 
  札幌市、仙台市、 
  さいたま市、千葉市、 
  川崎市、横浜市、 
  相模原市、新潟市、 
  大阪市、堺市、岡山市 
  広島市、福岡市   

平成２５年災害の主要災害別 
被害報告額の割合（H26.2.28時点） 

都道府県別被害報告額分布図 （国土交通省所管：直轄・補助） 

※政令市の決定額は、属する都道府県に含む 

1000億以上 

100～500億未満 

凡例 

50～100億未満 

10～50億未満 

500～1000億未満 

10億未満 

台風, 49.7% 

豪雨, 37.3% 

梅雨前線豪

雨, 8.7% 

冬期風浪及

び風浪, 1.8% 

地すべり, 
1.7% 

地震, 
0.1% 

その他, 0.6% 

H25 

台風 

豪雨 

梅雨前線豪雨 

冬期風浪及び風浪 

地すべり 

地震 

その他 

32 



  
Ⅲ 防災対策と社会資本整備 

Golden Gate Bridge  
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日本の治水対策の現状 

アメリカ
（ミシシッピー川）

イギリス
（テムズ川）

オランダ ～～

1回／500年 1回／1,000年

1回／10,000年

堤防整備率88.5%（2003年）

高潮対策 完成（1983年）

高潮対策 完成（1985年） ～

1回／1,250年1回／200年

大河川デルタプラン整備率95%

洪水対策 完成

計画規模※

※ 計画対象洪水の発生確率

日本
（荒川）

整備率 45.3%（2004年）

首都圏を流れる荒川ですら低い安全目標に、低い整備率。 

目標：５００年に１回の確率洪水
整備率８８．５％（2003年） 

目標：２００年に１回の確率洪水
整備率４５．３％（2004年） 
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事業範囲  
（L=約70km） 

重点区間  
（L=約40km） 

【利根川右岸堤が決壊した場合の被害想定】 【事業内容】 

・対策延長：約70km（小山川合流点～常磐自動車道） 

  重点区間：約40km （東北自動車道～常磐自動車道） 

・事業期間：重点区間（ H16～H25完成目標） 

H13利根川右岸の漏水状況（埼玉県加須市） 

葛飾区の浸水状況 

S22カスリーン台風 
340mにわたり堤防が決壊 

利根川 

東村 

想定決壊箇所 

・カスリーン台風と同じ箇所で決壊した場合、被害は首都圏にまで及び、その影響は全国に波及 
・一方、過去には大規模な漏水が発生するなど、堤防の質的な安全性の確保が急務 
・利根川・江戸川の氾濫により首都圏にまで影響が及ぶ区間において、堤防拡幅工法による強化対策を実施 

首都圏を守る堤防強化対策 
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越水しても堤防上を緩やかに水を流す
ことで、堤防の決壊を防ぐ 

水が浸透しても堤防幅を広くとることで、
不安定化による決壊を防ぐ 
 

必要に応じ地盤改良を行い、強
い地盤とすることで、壊滅的な
被害を防ぐ 
 

越水 浸透 地震時の液状化 

高規格堤防（スーパー堤防）の機能概要 

洪水が予想を超えるような大規模なも
のだと越水し、堤防が決壊する可能性
がある 

洪水が想定されていたものより大規模
で長期間続き、水が堤防に浸透すると
決壊するおそれがある 

●ふつうの堤防 ●ふつうの堤防 

●高規格堤防 

●ふつうの堤防 

●高規格堤防 

地 盤 改 良 

大地震が発生すると軟弱地盤
の市街地は、液状化などで大き
な被害を受ける場合がある 

●ふつうの堤防 

●高規格堤防 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
スーパー堤防には普通の堤防の比較して大きく３つの特徴があります。

一つ目として、越水しても壊れません。通常の堤防であれば、洪水が計画を越えるような大規模なものだと、川の水が堤防を乗り越えて溢れだし、堤防が壊れる恐れがありますが、スーパー堤防であれば、越水しても川の水が堤防を乗り越えて溢れだしても堤防上を緩やかに水が流れるので、堤防が壊れる心配がありません。

二つ目としては、浸透しても大丈夫。通常の堤防であれば洪水が長時間続くと、堤防に水が浸透し、街側にしみ出してきます。その状態が長く続くと、水の通り道ができ堤防が壊れる恐れがありますが、スーパー堤防であれば、長期間にわたる洪水で水が堤防に浸透した場合でも、幅の広い堤防なので壊れることがありません。

三つ目としては、地震に強い堤防です。大地震が発生すると軟弱時短上の市街地は液状化や地すべりなどで大きな被害を受ける恐れがありますが、必要に応じて軟弱地盤を改良し、強い地盤にするとともに、堤防の勾配が緩やかなので、地震時の液状化や地すべりにも強い構造となります。（さらに、オープンスペースが確保できるので災害時の避難場所としても利用することができます。）



緊急用船着き場と緊急用河川敷道路 

【緊急用船着き場】 

【緊急用河川敷道路】 

国道２０号 

国道２４６号 
国道１６号 

第
三
京
浜
 

国道１６号 

国道２４６号 

国道２５４号 

環
状
八
号
 

環
状
七
号
 

国道１７号 
国道４号 

国道１号 

国道１５号 

国道３５７号 

国道６号 

国道１６号 

国道１４号 

江戸川 

荒川 

多摩川 

災害時の復旧活動に必要な救援物資等の積み卸
しに使用。 

緊急用船着き場や国道等と接続し、災害時の物
資の輸送路となる。 

凡　　　　　　　　　　例

：緊急用船着き場

：緊急用河川敷道路

〈利用ｲﾒｰｼﾞ〉 

〈利用ｲﾒｰｼﾞ〉 

大規模地震による被災時の河川施設の応急復旧や避難住
民の救援活動、物資の輸送等に活用 

整備状況（H22年末時点）

緊急用船着き場 緊急用河川敷道路

江戸川   4箇所   17km

荒川 10箇所   79km

多摩川   2箇所   27km

計 16箇所 123km

河川名
整    備    状    況

37 



38 

首都圏三環状道路整備効果事例 ～リダンダンシーの強化～ 

首都圏三環状道路整備効果事例 ～リダンダンシーの強化～ 
 
 

■首都高速５号池袋線のタンクローリー事故において、３環状（中央環状、外環、圏央道）が迂回路を形成 
■整備率４割においても都心を通過する交通の広域的な迂回路として機能 
■関東地方整備局では、事故発生直後に東京都、警視庁、高速道路会社とともに対策協議会を設置し、一般道等の 
 円滑な交通確保や交通情報の提供に取り組んでいる。 

■事故及び影響の 
 
■平成２０年８月３日、首都高速５号線池袋線と中央環状線の接  
 続する熊野町ジャンクションにおいて、ガソリン、軽油を積載した 
 タンクローリーが横転、側壁に衝突し炎上する事故が発生した。 
■その影響で中央環状線の一部区間が通行止めとなった。 
 

■ネットワーク整備の効果 

■現在の環状道路は部分的に完成している状況であるが、その 
 なかでも、これまで首都高速を利用して都心を通過していた交 
 通の外環道や圏央道への広域的な迂回が見られた。  
■現在の環状道路の整備状況においても、リダンダンシーが強 
 化され環状道路の迂回機能が発現している。 

事故発生箇所 
（熊野町ＪＣＴ） 

http://www.ktr.mlit.go.jp/honkyoku/road/3kanjo/history/index.htm


・建設後５０年以上の橋梁が２０年後には５４％に達することから、ライフサイクルコストが最小になるよう 
 な維持管理が必要。 
・道路構造物を計画的かつ効率的に管理するアセットマネジメントにより、橋梁長寿命化修繕計画に基づく予 
 防保全に取り組んでいる。 

(2008年度) 【10年後】（2018年度） 【20年後】(2028年度) 

〔建設後50年以上の橋梁が20年後５４％へ〕 
（平成２０年度末時点） 

365箇所 
14% 

832箇所 
31% 

1,456箇所 
54% 

【関東地方整備局管理橋梁】 
（2,681箇所・橋長2m以上）〕 

 〔直轄国道における橋梁の点検・補修〕 

〔橋梁点検結果〕 

〔橋梁データ〕 
 

建設年次、構造、
架設環境等 

〔修繕の必要性の判断〕 

〔補修の優先順位設定〕 
 

各橋梁の損傷の程度、重要度、第三
者への影響等を考慮 

〔長寿命化修繕計画の更新〕 

（点検の様子） 
毎年度、最新の
橋梁点検結果
に基づき計画を
更新 〔ライフサイクルコスト縮減のイメージ〕 

〔従来の維持管理〕 〔予防保全による維持管理〕 

社会資本ストックの高齢化 
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橋梁の耐震補強対策 
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橋梁の耐震補強 

橋梁の耐震補強の例 

○ 橋梁の耐震補強については、「緊急輸送道路上にある橋梁」を優先に対策の推進を図っている。 
○ 「緊急輸送道路」は、高速自動車国道、一般国道及びこれらを連結する幹線的な道路並びにこれらの 
 道路と都道府県が指定するもの（以下、「指定拠点」という。）を連結し、又は指定拠点を相互に連結する 
 道路である。 

① 地方公共団体の庁舎の所在地 
② 災害対策基本法第二条に規定する指定行政機関、指定地方行政機関、指定公共機関もしくは指定地方公共機関又は 
 自衛隊の庁舎、事務所の所在地 
③ 救援物資等の備蓄地点 
④ 広域避難地 

※指定拠点 



〈全国〉 参考資料 
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〈全国〉 参考資料 
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浅間山における火山砂防事業 

浅間山 

■中規模噴火に伴う土砂流出に 
   より被害が想定される保全対象 
    ・人家、事業所、田畑、重要交   
   通網（国道１８号）等 
■関係地方自治体 
    ・群馬県、嬬恋村、長野原町 
    ・長野県、軽井沢町、御代田  
   町、小諸市、佐久市 

被害想定範囲（中規模噴火） 火山噴火緊急減災対策砂防計画イメージ 

4km 

浅間山 

平常時に実施する噴火対策 噴火時に実施する緊急対策

ワイヤーセンサー

監視カメラ

火山砂防情報の提供

リアルタイムハザードマップに
よる危険区域の想定

監視・観測
機器の整備

緊急ハード対
策施設の施工

緊急対策用資
機材の備蓄

基幹的な砂防
施設の施工

緊急ハード対
策施設の施工

光ケーブル等の
情報通信網の整備

・平時において、警戒監視などのソフト対策を推進し、緊急 
 対策用の資機材備蓄、最小限の砂防堰堤等を整備 

・火山活動の状況に応じて、対策が必要な箇所に機動的に 
 緊急ハード対策を実施 

○天明3年（1783）の大噴火等、過去に甚大な被害が発生。中規模噴火（2000年有珠山噴火規模相当※ ）が概ね20年   
   に1度発生しており、国内の火山の中でも極めて活動的。 
○積雪期の火砕流による融雪型火山泥流や、噴火後の土石流により、広範囲に及ぶ社会経済的な影響が懸念。 
○噴火活動の推移に応じた機動的な緊急時対策として効果的かつ効率的に実施。 
 ※噴出物量が概ね百万～１千万ｍ３ 事業期間 ： H24～H38 
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区分 公園名 所在地 
開園 
面積 
（ha） 

H24年度 
入園者数 
（万人） 

備考 

ロ号 武蔵丘陵 
森林公園 埼玉県滑川町、熊谷市 304.0   83.8 

明治百年記念事業 
閣議決定 S43.10.18 

S49.7概成開園 

ロ号 昭和記念公園 東京都立川市、昭島市 165.3 367.9 
昭和天皇御在位五十年記念事業 

閣議決定 S54.11.30 
S58.10一部開園 

イ号 常陸海浜公園 茨城県ひたちなか市 191.9  123.8 H3.10一部開園 

イ号 アルプス 
あづみの公園 

長野県安曇野市 
【堀金・穂高地区】 26.9 

   46.2 

H16.7一部開園 
（堀金・穂高地区） 

 
H21.7一部開園 

（大町・松川地区） 
長野県大町市、松川村 

【大町・松川地区】 78.7 

イ号 東京臨海 
広域防災公園 東京都江東区 6.7    49.1 H22.7概成開園 

【国営公園一覧表】 【国営公園位置図】 

堀金・穂高地区 

大町・松川地区  

国営公園の種類 
 イ号公園・・・ひとつの都府県の範囲を超えた広域の見地から設置される公園 
 ロ号公園・・・国家的な記念事業や我が国固有の文化的資産を保全、活用するため 
         に設置される公園 

凡例 
●：イ号 
●：ロ号 

関東地方整備局の主要事業概要【国営公園関係】 

一般的なイルミネーションに加え、
公園独特の「里山」や「カエデ見

本園」を有効に活用した紅葉のラ
イトアップ 

昭和天皇在位五十年記念事業の一環として、米軍立川
基地跡地に整備された国営公園 

明治百年記念事業の一環として整備された、全国で
第１号の国営公園 

飲料用貯水槽 
（園内３カ所、各タンク５０㌧） 豊かな緑と季節の花に包まれた広大な緑の 

広場（面積約10ha、東京ドーム約2.2個分） 

立川市、昭島市の地域防災
計画で広域避難場所に位置
づけられ防災機能を確保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

首都直下型地震発生時等に災
害対策用車両本部が設置され、
全国の地方整備局から災害対策
車両が集結 

 
 
 
 
 
 
 
 
 災害対策用車両集結イメージ 

武蔵野の雑木林を主体とした豊かな 
自然環境（秋季には紅葉のﾗｲﾄｱｯﾌﾟを実施） 
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Ⅳ 関東地方整備局の防災体制 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
☆



（災害対策基本法） 

防災基本計画 

【指定行政機関】 
防災業務計画 

【都道府県】 
都道府県地域防災計画 

【指定公共機関】 
防災業務計画 

中央防災会議 

【市町村】 
市町村地域防災計画 

【地方支分部局】 
関東地方整備局
防災業務計画 

内閣総理大臣に報告 

国土交通大臣に報告 
都道府県知事に報告 

内閣総理大臣に報告 内閣総理大臣に報告 

国土交通省防災
業務計画 

（第３９条） （第４０条） （第３６条） 

（第４２条） 

防災対策の法体系  

（第１１条） 

内閣総理大臣 

答
申 

諮
問 

意
見

具
申 

策定 

実施 

    －防災基本計画－ 

中央防災会議が作成する防災に関する
基本的な計画。 

※防災関係各機関は、防災基本 

 計画に基づき防災業務計画を 

 作成。 

  防災基本計画が改定される 

 と各機関の防災業務計画も 

 必要に応じて改訂される。 

（第３４条） 

（日銀､日赤､ＮＨＫ等） 
（中央省庁） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
甚大な被害をもたらし
た昭和34年の伊勢湾台風を契機として、総合的かつ計画的
な防災体制の整備を図るため、昭和36年に災害対策基本法
が制定されました
○災害対策基本法の主な内容
①防災責任の明確化②防災に関する組織
④災害予防
⑥災害復旧
⑧災害緊急事態
③防災計画
⑤災害応急対策
⑦財政金融措置



災害発生時の対応 

災害発生 

情報の収集 

災害対策本部･支部等の設置 

詳細情報収集･整理 

応急・復旧計画等の検討
策定 

応急復旧の実施 

（地震災害発生時の対応例） 

災害対策現地本部の設置 

応援要請 

（自治体等） 
（災害対策本部） 

防災通信機械の出動 

情報収集 

出動 

 （防災ヘリ･衛星通信車等） 

（災害対策現地本部） 

･応急対策､被災者等対応､広報活動等 
･警察､消防､地元町村等の関係機関と
の連携 

ＴＶ会議 

状況報告 

要請 

災害対策用機械の貸与 
（照明車､排水ポンプ車等） 

災害映像情報等の提供 

災害復旧専門技術者の派遣 
（被災調査､危険度判定等） 

本省災害対策室 
･３０分ルール報告 

･大規模災害時の第一報､続報等 
(震度５弱以上､緊急火山情報の場合) 

応急復旧の完了 

災害対策本部･支部等の廃止 

応援・支援メニュー 

他の防災機関
との相互協力 

マイクロ・光ファイバネットワーク等
専用通信網による情報収集 

参集時の一般被害情報､災害フォトシ
ステム情報等 

ＣＣＴＶ監視カメラ映像､パトロール巡
回等点検情報､地震計情報等 

広報活動－逐次－ 

災害対策本部車･待機支援車の設営 

（災害対策運営要領災害対策本部・ 
支部設置 基準に基づき設置） 
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関東地方整備局災害対策本部の設置基準（抜粋） 

注意体制 警戒体制 非常体制 

震災対策本部 

（地震災害警戒本部） 

震度４ 

（地震観測情報が
発表された場合） 

震度５強又は 震度６以上又は 
震度５強以上 （東京23区） 

（予知情報が発表された場合） 

風水害対策本部 
複数の事務所が 

注意体制 
に入った場合 

複数の事務所が 
警戒体制 

に入った場合 

重大災害が発生 
発生の恐れがある場合 

雪害対策本部 
複数の事務所が 

注意体制 
に入った場合 

複数の事務所が 
警戒体制 

に入った場合 

複数の事務所が 
非常体制に入った場合 

火山災害対策本部 
気象庁から 
臨時火山情報 

が発表 

気象庁から 
緊急火山情報 

が発表 

火山災害による
重大被害が発生 

（注意情報が発表
された場合） 

その他、海上災害、道路災害、原子力災害、水質事故、大規模事故等の体制基準がある。 

震度５弱 
（東京23区） 
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東京２３区内で震度６弱以上を観測した場合、自動的に首都直下
地震非常体制をとる。 （気象庁発表震度） 

東京都２３区内の 
観測震度に伴う体制 

震度４ 震度５弱 震度５強 震度６弱以上 

注意体制 警戒体制 

注意体制 警戒体制 

非常体制 

非常体制 

警視庁は、東京２３区内で震度６弱を観測した場合に、 

    大規模な交通規制を実施するため、これと基準を統一。 

東京都２３区外の 
観測震度に伴う体制 

首都直下地震  
非常体制 
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関東地方整備局のBCPに基づく体制の基準 



災害発生時の対応 

・関東地方整備局内に災害対策本部を立ち上げ、管理する施設の被害状況の把握、関係機関等からの被害情報の収集、応急復旧等の

検討・指示などの対応を実施。 （本部及び５１支部） 
・円滑な災害対応を実施するため地方自治体、自衛隊等防災関係機関との連携体制を確保。 
・建設業団体との連携による災害時の対応体制を確保。 

官 邸 

自衛隊 
警察等 

情報 
交換 

相互協力 
災害情報 

災害情報の報告 

災害情報の報告 

都県市町村 
被災箇所の応急復旧 

災害情報の報告 
政府現地対策本部 

都県市町村 

（災害対策本部） 

被災箇所の応急復旧 

省 本省（災害対策本部） 

災害対策本部の機能 
 ・災害情報の収集、通報 
 ・応急復旧の実施 
 ・地方公共団体への支援 

関東地方整備局の体制 

有明の丘基幹的広域防災拠点 
■国・地方公共団体等の合同現地対策本部（本部長：内閣府副大臣）
を設置し、首都圏広域防災のヘッドクォーターとして機能 
■広域支援部隊等のコア部隊のベースキャンプや災害時医療機関
の支援基地等として機能 
■平常時は、国営東京臨海広域防災公園及び都立公園として利用 
■平成２０年７月完成 

東扇島基幹的広域防災拠点 
■海外からの物資をはじめとした物流
に関するコントロール 
■海上輸送、河川輸送、陸上輸送等へ
の中継基地や広域支援部隊等の一時
集結地、ベースキャンプとして機能   
■周辺の港湾施設を活用した救援物資
の集積、荷捌き、分配等を行う拠点        
■平常時は、川崎市の公園として一般
市民に開放 
■平成２０年６月完成 

関東地方整備局 災害対策本部 
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災害発生時の対応 



国土交通本省等 

現地災害情報の迅速な収集・伝達 
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FRU ： 無線による簡易画像伝送機    



○関東地方整備局内に災害対策本部を立ち上げ、管理する施設の被害状況の把握、関係機関等から 
   の被害情報の収集、応急復旧等の検討・指示などの対応を実施します。 
○円滑な災害対応を実施するため地方自治体、自衛隊等防災関係機関との連携体制を確保します。 
○建設業団体との連携による災害時の対応体制を確保します。 

   (社)日本橋梁建設協会 
   (社)日本建設業連合会 
   (社)日本道路建設業協会 
          などの協定締結団体 

甚大な災害に対応できる全国規模の
建設業団体との災害対応体制の構
築 

地域の建設業者、団体との災害対
応体制の構築 

災害時の応急復旧の対応 

緊急点検の要請、被災箇所の復旧要請 

応急復旧事例 ： ○千葉県香取市佐原地先(利根川下流右岸39K） H23.3月震災対応 

 
 防災・災害対策（地域を守る） 
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大規模災害
の 発 生 

 

事務所
等 

 

関東地方 
整備局 
（甲） 

災害協定 
締結団体 

（乙） 

②復旧対応可能な会員の情報収集依頼 

特定された協会
会員  

⑨現地調査・工事
着手等 

⑦特定会員の通知 

⑤調査結果の報告 

協 会 会 員 

④対応可能な会員からの回答 

①支援要請 

⑦特定会員の通知 
③協会会員への情報収集 

⑧非特定会員への連絡 

⑧出動の指示、契約の締結等 

災害時における協力要請の流れ 
（日建連、１都８県建設業協会、特定法面保護協会、補償コン協会） 

⑥会員の特定 

⑦特定した会員への連絡 

【基本要請手順】 
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多様で多発する自然災害 

初動体制の遅れ、復旧の遅れから地域のみならず、
国の社会経済活動に重要な影響 

地域の対応能力の限界 

国民の生命と財産を災害から守ることは国の基本的責務 

関東地方整備局による応援･支援の取り組み 

1. 日本は、その位置、地形、地質、気
象等の条件から、世界でも希に見る
災害多発地域（地震、火山、津波、
洪水と暴風、豪雪） 

2. 地球温暖化等による影響により、台
風の強大化、集中豪雨の頻発 

1. 地域防災の基幹となる消防団員・
水防団員が減少 

2. 広域、大規模災害時には、地方
公共団体の人員と対応能力に限
界が生じる 
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■各県に派遣拠点となる事務所を
設置し、被災箇所へ速やかに対応。 
１都８県に、５１事務所 
                １３４張所を配置 

機動性 
■専門技術を有した職員を各県
に 配置し、緊急対応が可能。 
   専門技術者 ２，７００名 
     （土木、電気、機械、建築） 
 例：建物危険度判定士 
       ４０名を配置 
 
 

専門性 
■災害対策車両等を各種、各都県
に配置。 
    災害対策用ヘリコプター 
  衛星通信車        ９台 
     光ネットワーク     ５７００ｋｍ  
     監視カメラ      ２９５２箇所 
     災対本部車       １３台 
     照明車          ４０台 
     排水ポンプ車      ４２台 
     待機支援車       １３台  

資機材 

関東地方整備局による応援･支援 

衛星通信車による情報連絡 
建物の被害状況を判定 ポンプ車による排水状況 

① 映像・地図・     
情報等の提供 

② 危険度判定等 

③ 被災調査 

④ 応急対策 

⑤ 避難所・援助  
物資等 

⑥ 住 宅 

⑦ 災害復旧 

⑧ 復 興 

ヘリ・ＣＣＴＶ映像配信、自治体への光ファイ
バ接続、航空写真、災害対策用地図等の提
供等 

被災建築物応急危険度判定※、    
被災宅地危険度判定※ 、        
土地災害危険箇所危険度判定※等 
専門家（災害復旧技術専門家※ 、防災エ
キスパート※ 、各種専門技術団体※等）
の斡旋・派遣等 

照明車派遣､簡易トイレ設置※､         
旅館での宿泊･浴場提供※､援助物資輸送※､
援助物資集積地での物流円滑化支援※ ､ 
｢道の駅｣の有効活用※等 

災害対策用車両（照明車、排水ポンプ車等）
の貸与、通信機器の貸与、有料道路無料通
行措置※等 

応急仮設住宅手配※ 、公共賃貸住宅等の空
屋提供※ 、民間賃貸住宅斡旋※ 、災害復興
住宅融資※ 、相談体制の整備※等 

専門家（災害復旧技術専門家※ 、各種専門
技術団体※等）の斡旋・派遣等 

復興計画の策定支援、観光キャンペーン※等 

※：国土交通省関係団体等において協力依頼等に基づき実施されるもの。 
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 ・ 地球温暖化の影響等により、近年自然災害が頻発しており、また個々の災害についても大規模化。 
 ・ 今後も自然災害リスクは増大。 
 ・ 災害発生時には、初期段階における対応が重要。 
 ・ 広域かつ大規模災害時には、地方公共団体と国等の連携が不可欠。 

 関東地方整備局及び１都８県５政令市で 
 「災害時相互協力に関する申合せ」を締結  

災害時相互協力に関する申合せ  (H22.4.1)  

○協力内容 
 

・災害に関する情報の提供 
・災害対策車両、通信機器等の貸付 
・被災地調査職員、機器操作要員等の人員派遣 
・応急復旧資機材の貸与 

○「連絡会」の実施 
 災害に関する情報共有や申合せの具体的事項を定め
るための実務者レベルによる連絡会を設置  

管内全自治体と「災害時の情報交換に関する
協定（情報連絡員（リエゾン）協定）」を締結 

 大規模災害発生の初動時、あるいは発生前に「関東
地方整備局の判断」もしくは「市区町村の要請」により、
市区町村の災害対策本部等に出向く。  
 

【役割】 
 

①被災状況等の情報収集 
 ・災害情報、一般被害 
 ・公共土木施設被害 
 ・現地の状況（交通規制） 
 ・現地気象状況     など 
②関東地方整備局との連絡窓口 
③その他、特に重要と思われる情報の収集・提供等  
  （締結状況 整備局管内：374/379(98.7%) H25.5.15現在） 

リエゾン（liaison） ： フランス語で「組織間の連絡、連携」 

都県市区町村との連絡強化 
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●地震、水害・土砂災害等から国民の生命と財産を守ることは国の基本的責務 
●地球温暖化等による災害リスクの増大に対し、 

           人員・資機材の派遣体制等の充実を図り、危機管理体制を強化          

活動内容 

災害対策用ヘリコプター 

 全国の地方支分部局職員等が本省の総合調整により活動 
 国が主体的に緊急調査を実施 
 関係機関と連携して必要な緊急応急対策を実施 

   
 被災状況調査 

    災害対策用ヘリコプター、     
    情報通信、踏査 

 災害危険度予測 
 対策の企画立案 
 技術レベルの充実・強化の 

  ための検討等 
 応急対策   等 排水ポンプ車 

・これまでの国による緊急支援はその都度体制をとって対応 
 
 
・あらかじめ職員をＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員として任命するなど、 
 事前に人員・資機材の派遣体制を整備し、迅速な活動を実施 
・平時にシミュレーション、訓練を行うことによりスキルアップ 

 事前に人員・資機材の派遣体制、 
 受け入れ体制を整備 

体  制 

先遣班 

現地支援班 

情報通信班 

高度技術指導班 

被災状況調査班 

応急対策班 応急対応の協定団体、 
技術専門家の登録団体 

本省職員 地方支分部局職員 

国総研職員 国土地理院職員 

気象庁職員 

土研、建研、港空研の技術専門家 

地方公共団体職員、日本下水道事業団職員 

連携 

輸送支援班 

 被災状況の迅速な把握 
 社会基盤施設の早期復旧 

   ・初動対応の迅速化 
   ・専門チームによる集中対応 
   ・復旧対策に関する技術指導の充実・強化 

 
 二次災害の防止 

   ・被災箇所に対する高度な技術指導 
   ・応急対策（立案・実施） 
   ・災害危険度予測（避難判断） 
 

 その他災害応急対策 
   ・緊急輸送の調整 

新潟県中越沖地
震における初動体
制のイメージ図 

緊急災害対策派遣隊 TEC-FORCE  
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 緊急災害対策派遣隊（以下、TEC-FORCE）は、自然災害が発生し、又は発生するおそれがあ
る場合において、従来その都度決定していた、緊急支援の人員や資機材の派遣体制を、予め整え、
迅速に被災地へ出動し、自治体等が行う被災状況の把握、被害の発生・拡大の防止、その他応急
対策に関わる技術支援を行い、被災地の早期復旧につながる支援活動を行う部隊です。 
 関東地方整備局のTEC-FORCEは、1104名（H26.5.1現在）の隊員で構成されており、今後
地球温暖化等に伴う災害リスクの増大や大規模地震の可能性も踏まえ、国土交通省の責務を今ま
で以上に果たせるよう総力をあげて取り組んでいます。 
※TEC-FORCE：Technical Emergency Control Force  
 

TEC-FORCEの 
班編制 

●情報連絡員（リエゾン） 
●先遣班 
●被災状況調査班 
●高度技術指導班  
●情報通信班 
●被災自治体支援班 
●応急対策班 

被災地方公共団体等が行う災害応急 
対策に対する技術的な支援  

①被災状況の迅速な把握 
河川、道路、港湾、空港等に
関する被害状況の把握の支援  

②被害の発生及び拡大防止 

土砂災害等を防止する応急対策の
支援 
建築物応急危険度判定等の支援 
③被災地の早期復旧 
早期復旧のための技術的助言 
緊急物資輸送調整の支援  

具体的な任務 

●派遣元から被災地到着まで、
派遣元地方整備局の指揮 

●被災地到着後 
 被災地方整備局の指揮 

【指揮命令系統】 
国土交通本省が全国 
の統括的指揮を実施 全国のTEC-FORCE支援体制 

（H26年5月19日現在） 

550名 

513名 

1104名 

635名 

663名 

711名 

667名 435名 

880名 

40名 

 
災害時の支援（緊急災害対策派遣隊TEC-FORCE） 

   

地方整備局等 ６１９８名 



 【 目 的 】 
 ○ 広域かつ大規模な災害が発生した場合、防災関係５４機関による連携した災害対応を効果的に推進 
 

 ○ 行政機関及び公共機関(団体)の災害情報の共有及び施策の連携・調整 
 

 ○ 国民の生命・身体及び財産の保護に資することを目的 
 

《 設 立 》 平成２３年１０月２７日 第１回関東防災連絡会 
 

《 役 割 》 
 ①情報共有  ：各機関の防災情報及び防災対策についての意見交換 
         及び災害時の情報共有方策について協議 
 ②災害時の連携：初動時(概ね３日以内)の非常時対応(帰宅困難者対策、 
                  復旧活動支援など)における連携方策の協議 
 ③平常時の連携：連絡会の活動を通じて各機関相互の連携方策を必要に応じ協議 
         協定締結等により各々の機関による連携策を具体化 
 

《 都県政令市や政府現地対策本部との関係 》 
 ・各機関で情報を共有し、対応を連携することで防災初動期から災害時活動がより迅速かつ適切に対応 
 ・政府や都県政令市の防災基本計画及び地域防災計画などに基づき行う防災対応を推進・補完 

関 東 防 災 連 絡 会 

警察庁 関東管区警察局 
総務省 関東総合通信局 
財務省 関東財務局 
農林水産省 関東農政局 
経済産業省 関東経済産業局 
経済産業省 関東東北産業保安監督部 
国土交通省 関東地方整備局  【会長】   
国土交通省 関東運輸局  【副会長】 
国土交通省 東京航空局 
国土地理院 関東地方測量部 
気象庁 東京管区気象台 
海上保安庁 第三管区海上保安本部 
環境省 関東地方環境事務所 
陸上自衛隊 東部方面総監部  
防衛省 北関東防衛局     
独立行政法人 水資源機構                      

東日本高速道路（株） 関東支社 
中日本高速道路（株） 東京支社 
中日本高速道路（株） 八王子支社 
首都高速道路（株） 
東日本旅客鉄道（株） 
東海旅客鉄道（株） 
日本貨物鉄道（株） 
（一社）日本民営鉄道協会 
関東地区バス保安対策協議会 
関東地区ハイヤー・タクシー協会  
（社）全国個人タクシー協会 関東支部 
関東トラック協会 
関東旅客船協会 
関東倉庫協会連合会 
 

東京電力（株） 
（一社）日本ガス協会 関東中央部会 
（一社）日本コミュニティーガス協会 関東支部 
関東液化石油ガス協議会 
全国石油商業組合連合会 関東支部 
東日本電信電話（株） 
（株）ＮＴＴドコモ 
ＫＤＤＩ（株） 
ソフトバンクモバイル（株）  
（社）日本建設業連合会 関東支部                
関東沿海海運組合 
 
                                
                                       

行政機関 公共機関（団体） 地方行政機関（都県政令市） 

茨城県 
栃木県 
群馬県 
埼玉県 
千葉県 
東京都 
神奈川県 
山梨県 
長野県 
さいたま市 
千葉市 
横浜市 
川崎市 
相模原市 

第４回 関東防災連絡会【平成２６年８月５日】 

５４機関 平成２６年８月 ５日現在 
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Ⅴ 防災に関する最近の動向 

60 



首都直下地震の被害想定 

震度分布：都心南部直下地震 

都心南部直下地震 M7.3 
 ※東京湾内の津波は小さい（1m以下） 

○被害想定（最大値、未対策（現状）） 
-全壊・焼失家屋  ：最大 約   ６１万棟 
-死者          ：最大 約 ２．３万人 
-要救助者       ：最大 約 ７．２万人 
-被害額        ：約 ９６兆円 
※冬、夕方 風速８m／秒のケース 
※要救助者の最大は冬、深夜のケース 

○被害の様相 
建物：木造住宅を中心に多くの建物が損壊する。 
火災：火災が同時に多発し、延焼が２日程度続く。 
電力：５割の地域で停電が発生し、 
    最悪の場合、１週間以上回復しない。 
電話：携帯電話を含め普通の状態が１日程度続き、 
    停電が長期化すると携帯電話の使用も不安定となる。 
道路：主要道路の開通には少なくとも１日～２日を要する。 
    一般道にはガレキによる不通区間が大量に発生、 
    復旧には１カ月以上を要する。 
鉄道：運転再開には、地下鉄で１週間、 
    JRや私鉄では１カ月程度を要する。 

震度7が想定される地域：東京都江東区・江戸川区 
震度6強が想定される地域：4都県84市区町村 
震度6弱が想定される地域：5都県104市区町村 

出典：「中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ最終報告（平成25年12月19日）」 
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南海トラフ巨大地震等による関東地方の被害想定について 

■ 被災想定の概要 

南海トラフ巨大地震の津波断層モデル※ 

【選択ケース】  最大値※の分布 

被害想定結果の特徴等 
沿岸部 ○震度は、相模湾沿岸部（西部）で震度6弱、相模湾 
       沿岸部～東京湾沿岸部（西部）で5強 
      ○津波高は、房総半島（南部）の一部で10～20m 
      ○津波到達時間は、相模湾沿岸部（西部）および（東 
       部）の一部で20～30分 
       （※津波高1mの到達時間の場合） 
      ○液状化の可能性は、東京湾沿岸部の一部で 
       高い。（可能性：中～大） 
内陸部 ○震度は、長野県・山梨県で最大6強、神奈川県で最 
       大6弱。他は広範囲で5強～5弱。       
島しょ部 ○震度は、大島で5強 
       ○津波高は、伊豆諸島で20m以上 
       ○津波到達時間は、伊豆諸島で10～20分 
 
管内全域 ○建物の全壊棟数は、最大で約19,000棟 
        このうち、津波による全壊棟数は約6,000棟 
       ○死者数は、最大で約6,500人 
        このうち、津波による死者は約6,000人 
       ○被災直後のライフラインの被害  
          停電件数は最大で約1,8000,000軒 
          上水道の断水人口は最大で約2,100,000人          
          下水道の断水人口は最大で約2,300,000人 

※出典：内閣府 平成25年5月 P.7 「南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）～南海トラフ巨大地震の地震像～」 
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計画の立案に関わる経緯 

・地震発生後の7～10日間の応急活動計画 
・７つの重要テーマと１０の重点対策等 

 内閣府 
 

 中央防災会議 被害想定の発表   
（ 第1次報告 H24.8.29）（第2次報告 H25.3.18） 

中間とりまとめ  （H25.8.22） 
 

国土交通省 
 

地域対策計画策定 （H26.4.1） 
 

 各支分局 

①南海トラフ巨大地震 ②首都直下地震 

・地域の特性をふまえ各地方支分局が取り組むべき対策を立案 

（地整など） 

 内閣府 
 

 被害想定の発表   
（ H25年12月19日） 

国土交通省 
 

対策計画策定 第1版  
（ H26.4.1） 

フォローアップ 

平成26年度 

【資料－１】 首都直下地震・南海トラフ巨大地震における地域対策計画の策定について 
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フォローアップ 



「どこで何が起こるのか」「国として特に懸念される深刻な事態は何か」という視点から、 
                  国土交通省の総力を挙げて対応すべき７つの重要テーマと１０の重点対策箇所を抽出 

南海トラフ巨大地震対策計画中間とりまとめ 応急活動計画（概要） 
地震発生からの時間軸を念頭に置きつつ、地震によりどのような被害や事態が想定され、それをどう解決していくかという視点に立ち、 
国民の生命・安全の確保に直結する地震発生から概ね７日～１０日までの間を中心に実施する主要な応急活動に焦点を当て、とりまとめ 
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Ⅵ 今後も『地盤工学会』に期待 
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【 今後も地盤工学会に期待 】 

○ 関東地方整備局は、公益社団法人 地盤工学会と共同して、平成23年 

 3月11日の東日本大震災により関東地域の広範囲にわたって住宅、道 

 路、河川堤防、港湾施設、ライフライン等に多大な被害をもたらした地盤 

 液状化現象の実態について調査し、今後の対策技術の資料とするため、 

 調査結果をとりまとめを行いました。 

 

○ この結果を基に、液状化により、被害の発生した地域においては、復 

 旧の検討、復旧事業が進められてきました。 

 

○ 今後高い確率で起こり得る、「首都直下地震」において、甚大かつ広 

 範囲に発生すると考えられる被害に、迅速かつ適切に対応していくため 

 にも「地盤工学会」が持つ、優れた専門知識での協力に期待致します。 
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